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デュアルスクールの立ち上げ

サテライトオフィス進出が
進む徳島県 企業の経営者

自分は自由に職場を移動できるけど、
家族、特に子供は学校があるから

一緒に行き来できない。
なんとかできないのか？

徳島県の答えが「デュアルスクール」

現代のワークスタイルに沿った働き方

子供がもっと自由に生活や学習

ひとつの地域・学校にとらわれない制度



デュアルスクールの理念・目的

地方と都市の2つの学校の行き来を容易にし
双方で教育を受けることができる新しい学校のかたち

地方と都市双方の視点に立った考え方のできる人材を育成
「二地域居住」や「地方移住」を促進

地方での学び都市部での学び



都市部在住
市区町村
教育委員会

徳島県の
市町村
教育委員会

区域外就学

区域外就学制度活用のメリット
①住民票を異動させずに「転出」「転入」
②「児童手当」などの変更手続きも不要

区域外就学制度



★両校間を1年間に複数回、行き来することが可能

★学籍を異動（転校）させているので、受入学校
での就学期間も住所地の学校では欠席とならず、
受入学校での出席日数として認められる



本県の提言
「区域外就学制度」を積極的に活用できる
ように周知を図るよう文部科学省に提言

地方移住等に伴う区域外就学制度の活用について（通知）

地方への一時的な移住や二地域居住が区域外就学制度を
活用できる例として明示

（文部科学省、平成29年7月26日）

デュアルスクールが推進できる環境



利用者の想定

★徳島県内への移住に向けた「お試し移住」をしたい方

★徳島と都市部の「二地域居住」をしたい方

★徳島でサテライトオフィス勤務やリモートワーク・
ワーケーションをしたい方

★子育てや介護のために、
短期間徳島の実家に
帰省をする方

★短期間家族を招いて、
一緒に徳島での生活を
楽しみたい単身赴任の方



対象となる児童・生徒

★三大都市圏（首都圏・中京圏・近畿圏）等及び徳島県内の
公立小中学校に通学する小学1年生から中学2年生

★受入先の市区町村内の校区内に居住地を確保でき、その
居住地から概ね2週間以上通学できる

★保護者と共に市区町村内で生活できる

★社会や学校の規則・マナーを守り、他の児童・生徒と協力
して落ち着いた学校生活を送ることができる

実施期間

★原則として，５月から翌年２月上旬まで



デュアルスクール派遣講師

★担任と連携しながら，児童・生徒の学校生活や学習の支援

★保護者や住所地学校との連絡業務

★日々の学習等を記録し，
デュアルスクール終了後
は，その記録をまとめた

「デュアルスクール日誌」
を作成



デュアルスクールの実績

★デュアルスクール第１号は、平成２８年１０月

★令和元年度は年間で５回実施

★令和２年度以降は
新型コロナウイルス
感染症の感染対策を
とりながら実施

★これまでに９家族、
合計１７回実施



A家族

二地域居住・二地域就労



A家族 ★１回目
平成２８年１０月３日～１０月１４日
★２回目
平成２９年７月１０日～７月２０日
★３回目
平成２９年１０月１０日～１０月２０日
★４回目
平成３０年７月９日～７月２０日
★５回目
平成３０年９月２６日～１０月１２日



B家族

二地域居住・リモートワーク



B家族 ★１回目
平成２９年５月８日～５月１９日
★２回目
平成２９年９月１日～９月１９日
★３回目
平成３０年１月９日～１月１９日
★４回目
平成３０年５月１日～５月１８日
★５回目
平成３０年９月３日～９月１５日

遊覧船で海中散策



デュアルスクールの効果

★地方と都市双方での生活を体験することによる多様な価値感の醸成

児童

★新たな働き方や
ライフスタイルの実現

★子供と過ごす時間の増加

★将来的な二地域居住
や移住に向けての
子供の教育に関する
不安の払拭

保護者



デュアルスクールの効果

地元小学校・中学校

★新しい人間関係づくり体験や学校の活性化

★地方と都市の違いを知る
機会の創出や地元の良さ
の再発見

地域

★交流人口の増加による
地域の活性化

★二地域居住の可能性の
拡大や移住の促進



都道府県の優れた政策を表彰する
全国知事会主催の政策コンテストにて、
デュアルスクールが選出された

第10回全国知事会先進政策大賞 受賞！

2019年トレンド予測 キーワード選出！

株式会社リクルートホールディングスが
毎年12月に選定する翌年のトレンドワード

2019年版住まいの領域で選出された「デュアラー」を
支援するキーワードとして大きく紹介

約3,600件の政策の中で一番！

メディアも大注目！

注目が集まるデュアルスクール



デュアルスクールの課題と処理方針

認知度が十分ではないため、説明に時間

ＰＲ動画の作成やＨＰに掲載

転校に係る手続きを簡略化するなど業務改善

より利用しやすいシステムを構築
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